On the Issue of Going Concern in Prewar Japanese Companies : In Response to Criticism of Takeo Kikkawa by 青地 正史
戦前日本企業と事業の継続性
- 橘川武郎の批判に応える-

























































商法 (32条 2項)が,ついで1899年に新商法 (26条 2項)が時価会計を法定 し
ていた｡1911年改正商法 (26条 2項)では,この時価会計はやや変更され ｢時
価以下主義｣となったが,実際上は従前の時価会計と同様の内容が行われてい
義-1 戦前商法における時価会計の変遷
箇 条 条 文
















対 象 計 上 会 ■社
























































期間 平均値 標準偏差 最大 ･最小 Obs
































第6 取 締 役 の 氏名,住所








































































年月日 指導主体 対象 備 考 ′
1924年12月25日 大 蔵 省 知事,日本銀行,銀行集会所など ｢第 1次銀行減配懲愚｣(通達)5 6 13 ∵ 2 慾憩
1926年1■1月18日 通 ■信 省 電気会社 突然の厳重なる警告 (通達)
1927年6月3日 大 蔵 省 知事 ｢第3次銀行減配慾懲｣(通達)
同 年 6月4日 日本 銀 行 有力銀行 銀行会議で全会一致の決議
同 年11月7日 鉄 道 省 鉄道会社 本省に招致して大臣代理より伝達
同 年11月14日 鉄 道 省 地方鉄道会社 各別に勧告 (通達)
1929年7月13日 大 蔵 省 有力銀行 蔵相招待懇談会で懲憩
同 年9月12日 商 工 省 保険会社 生保協会の南柏新任歓迎会で警告























配 当 性 向 年 1920■ 1921 1922 1923 1924 1925 1926 1927 1928 1929 1930 平均
東邦電力 n.a. n.a. 85.l4 85.6 85.3 86.4 84.9 81.3 82.3 81.5 76.4 83.2
東京電燈 87.1 71.9 ･83.7 90.7 94. 94.4 94.2- 8.8 90.1 94.3 9_2.3 89,4
午 1960 1961 1962 1963~1964 1965 1966 1967 1968 1969■ 1970 平申 -
60年代電気業 53.6 57.4 50.6 50ご1 52.2 55.2 -57.0 54:3 50.7 43.3 43.8 51.7
減_価償却率 年 - 1920 1921 1922 1923 _1924 1925 1926. 1927 1928 1929 1930 平均
東邦電力 -n_a.1 n.a. 1.1 1.1. 1.1 1.1 1.0 1.0 1.0 1,0 ~1.4 1.1
東京電燈 ■ ■2,5 .9 .4 .0 . p 0.9 0.9 .0 0. 0. 1.1 1.2
･年 1960 1961,1962 1963 1964 -1965 1966 1967 1968 1969 1970 平均
60年代電気業 .4.A6 5.2 6.Ll 6.0二 6.9 _6.8 7.4 7.9 8.2 8.0 8.0 6ー8
内部留保金埠率 年 .- 1920- 1921 1922 1923 1924 ･1925 1926.192.7 ･1928 1929 1930 平均
:東邦電力 n.a. n.a. 9.5 9.4 9.7 8.6 10.1 i3,8 12.7 13.5. 18.8 ll_8
東京電燈 4.8 25.0 2.6 4.9 .2. 2.8 4_0 8.7 8. 4.0 6.2 7.6






























































































秦-7 減価償却資産 ･~耐用年数の変遷 (例 =工場 ･倉庫)ー (単位 年)
種 類 1920年内規 1937年通牒 1938年通牒 1942年規則 1951年省令 1965年省令､
レンガ造.石造 70 60 45 35(40) 50 50
鉄骨鉄筋コンクリニト造 70 76 53 40(50) 55 55
王達 35 J-35 26 12(15) ~■20 25~
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